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（1）住宅マスタープラン２０１０進捗状況 
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北区住宅マスタープラン２０１０ 

主要事業の進捗について 

 
北区住宅マスタープラン２０１０では、住マスの基本理念・基本目標に基づき、重点戦略を設定しま

した。 住マス２０２０改定に向けて、重点戦略をふまえた主要事業の進捗について次頁及び資料にま

とめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 

『誰もが、安心して、生き生きと暮らし続けられる、ゆたかな住生活の実現』 

 
基本目標１ 

誰もが住み続けることができ

る安全で快適な住まいの確保 

 
基本目標２ 

安心して暮らせる住まい

と環境のしくみづくり 

 
基本目標３ 

北区の活力を高める魅力

ある住環境の形成 

戦略１ 長期優良住宅やリフォーム等の普及により、安全で良質な住まいの確保を促進します

戦略２ 福祉施策との連携により、子育て期から高齢期までの安心居住を支援します 

戦略３ 民間を含めた北区の住宅セーフティネットを構築します 

（１）良質な住宅ストック形成の支援 

（２）長期優良住宅の普及の促進 

（３）災害に強い安全な住まい・住環

境づくり 

（４）環境に配慮した住まいづくり 

（５）適正な区営住宅の維持管理の

推進 

（６）契約が満了する借上げ住宅への

適切な対応 

（７）区営住宅以外の公的賃貸住宅

の適正な供給と維持管理 

（１）子育て世帯への居住支援 

（２）高齢者、障害者世帯への居住支

援 

（３）民間賃貸住宅における安定した

居住の確保 

（４）マンションの適切な維持管理の

支援 

（５）大規模な公的賃貸住宅における

安心居住への対応 

（１）住まいに関する情報提供の充実

（２）住宅供給を伴うまちづくり事業の

推進 

（３）地域との協働 

（４）北区の住環境に対する区民意識

の向上と魅力の発見 

（５）北区の住環境に関わる特性のブ

ランド化と情報発信 

資料１ 



主要事業の進捗状況 まとめ 

 

重点戦略 進捗状況評価 

戦略１ 長期優良住宅やリフォーム等の

普及により、安全で良質な住まいの確保を

促進します 

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗：5 件 

【Ｂ】概ね７割以上進捗：0 件 

【Ｃ】計画を下回って進捗（７割未満）：２件 

【Ｄ】未着手 ０％：1 件 

戦略２ 福祉施策との連携により、子育て

期から高齢期までの安心居住を支援しま

す 

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗：２件 

【Ｂ】概ね７割以上進捗：１件 

【Ｃ】計画を下回って進捗（７割未満）：3 件 

【Ｄ】未着手 ０％：2 件 

戦略３ 民間を含めた北区の住宅セーフ

ティネットを構築します 

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗：5 件 

【Ｂ】概ね７割以上進捗：2 件 

【Ｃ】計画を下回って進捗（７割未満）：3 件 

【Ｄ】未着手 ０％：2 件 
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北区住宅マスタープラン2010主要事業の進捗状況一覧 資料２ Ｈ31.1.28現在

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗 　【Ｂ】概ね７割以上進捗　【Ｃ】　計画を下回って進捗（７割未満）　【Ｄ】未着手

※見込み件数＝Ｈ27～Ｈ29実績数＋Ｈ30・Ｈ31計画数

重点
戦略

計画目標
H21年度現
況（21年度
末見込み）

前期（H22
～26年度）

目標

後期（H27
～31年度）

目標

前期（H22
～26年度）
進捗・実績

後期（H27
～29年度）
進捗・実績

後記（Ｈ27
～31年度）
進捗見込み

進捗状況評
価

（A～D）
進捗・状況詳細 所管課

基本計画
2010事業

基本計画
2015事業

① 長期優良住宅の認定 長期優良住宅の認定 ３０件 ２００件 ２００件 ４４３件 ２２８件 308件 Ａ

　制度が始まった平成21年度の実績は35件だったが、制度が周知された
ためか、平成22年度以降は毎年70～90件の認定実績がある。
　平成28年4月から「増改築」についての認定が開始されたが、こちらに
ついての北区の実績は現時点では0件である（他自治体でもほとんど事例
がない）。

建築課 - -

② 住宅性能表示制度の普及 住宅性能表示制度の普及 普及・啓発 普及・啓発 普及・啓発 － － － Ｄ

　平成２１年度から開始した長期優良住宅の認定制度について実績件数が
大きく増加してきている。この認定は住宅性能表示制度と同様の基準で
あったため、住宅性能表示制度については（一社）住宅性能評価・表示協
会を案内することとした。
（参考）住宅性能表示制度とは国土交通大臣から登録を受けた登録住宅性
能評価機関が住宅性能を評価する制度。

建築課 - -

木造住宅耐震改修助成 ２０件 １００件 １００件 ２５９件 ７５件 115件 Ａ
　平成27年度より高齢者等世帯への加算措置、平成28年度より整備地域
内への加算措置を実施。平成23年3月に発生した東日本大震災を契機とし
て耐震化への意識の高まり等により件数が大きく増加した。

建築課 ● ●

木造住宅耐震建替え助成 ２５件 １５０件 １５０件 ６６件 ４０件 100件 Ｃ
　平成27年度より高齢者等世帯への加算措置、平成28年度より整備地域
内への加算措置を実施。この事業は対象地域が限られることや所有者の相
続等の課題があり目標件数に達していない。

建築課 ● ●

④
分譲マンション耐震改修促
進事業

分譲マンション耐震改修助成 １件 １０　件 １０　件 ２件 １件 5件 Ｃ

　平成23年度に耐震補強設計費用助成を新設。平成27年度から診断、設
計、工事の助成率を対象費用の1/3⇒1/2に変更した。東京都と連携した
管理組合への啓発等も実施しているが、資金面や高齢化などで区分所有者
の合意形成が難しく改修まで話が進まない状況が多くみられる。

住宅課 ●

⑤
賃貸マンション耐震化の支
援

賃貸マンション耐震化の調
査・検討

　
－

調査・検討 調査検討 事業実施 事業実施 Ａ

　適切な維持管理及び支援が求められている賃貸マンションについて、平
成22年度にその実態把握と所有者の意向を確認する調査を行った。平成
23年度に意向調査の結果を踏まえ賃貸マンションの耐震化促進について
検討を行い、平成24年度に耐震化支援事業を創設した。

住宅課 ●

⑥ 空き家の実態調査 空き家の実態調査
　
－

調査・方策
検討

調査実施 調査実施 調査実施 Ａ

　空き家の現状把握と有効活用について施策展開を検討するため、有効活
用が可能な空き家把握のための実態調査（所有者の意向確認を含む）を平
成22・28年度に行った。
（参考）平成27年5月空家等対策の推進に関する特別措置法が全面施行さ
れた。

建築課 - -

⑦ 地球温暖化防止への取組み 地球温暖化防止への取組み

新エネ・省エ
ネ機器

導入助成
一般住宅：
2,917件

分譲住宅の管
理組合等：7

件
中小企業者
等：23件

新エネ・省エ
ネ機器

導入助成
一般住宅：

758件
分譲住宅の管
理組合等：

46件
中小企業者
等：50件

導入促進

　区内で発生する温室効果ガスの排出量を削減するため、新エネルギー・
省エネルギー機器等を導入する者に対し、平成20年6月からその費用の一
部を助成している。平成27年度から区内業者施工の場合は助成金額を加
算（中小企業者・分譲住宅の管理組合等を除く。）したほか、平成28年
度からは「住宅用蓄電システム」と「窓の断熱改修」の助成を開始してい
る。
　また、平成29年度から太陽光発電システムの助成限度額を増額し、新
たに「ＨＥＭＳ」について助成を開始した。他にも、「省エネルギー診断
結果に基づく設備改修」について助成を開始した。

環境課 ● ●

省エネコン
サルタント
派遣：10件

省エネコン
サルタント
派遣：21件

導入促進

　平成26年度から、分譲住宅の管理組合など、建物所有者・管理者等を
対象に、省エネコンサルタントを派遣し、無料で省エネ診断を行い、共用
部分等における省エネ対策について、提案・アドバイスを行っている。
　平成29年度から「省エネルギー診断結果に基づく設備改修」を新エ
ネ・省エネ機器等導入助成の対象に加えて助成を開始した（管理組合等
用）ことに伴い、省エネコンサルタント派遣の申請件数増加に繋げてい
く。

環境課 - ●

戦
略
１
　
長
期
優
良
住
宅
や
リ
フ
ォ
ー

ム
等
の
普
及
に
よ
り
、

安
全
で
良
質
な
住
ま
い
の
確
保
を
促
進
し
ま
す

③
木造民間住宅耐震改修・建
替え促進事業

●

主要事業

Ａ導入促進導入促進導入促進
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北区住宅マスタープラン2010主要事業の進捗状況一覧 資料２ Ｈ31.1.28現在

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗 　【Ｂ】概ね７割以上進捗　【Ｃ】　計画を下回って進捗（７割未満）　【Ｄ】未着手

※見込み件数＝Ｈ27～Ｈ29実績数＋Ｈ30・Ｈ31計画数

重点
戦略

計画目標
H21年度現
況（21年度
末見込み）

前期（H22
～26年度）

目標

後期（H27
～31年度）

目標

前期（H22
～26年度）
進捗・実績

後期（H27
～29年度）
進捗・実績

後記（Ｈ27
～31年度）
進捗見込み

進捗状況評
価

（A～D）
進捗・状況詳細 所管課

基本計画
2010事業

基本計画
2015事業

主要事業

ファミリー世帯住み替え家賃
助成

７０　件 ２００件 ２００件 １１２件
Ｈ27年19
件：経過措

置分

Ｈ27年19
件：経過措

置分
Ｃ

　平成26年度にファミリー世帯の定住化施策について検討し、長期の定
住化が見込める親元近居助成事業へ移行したため、目標件数に達していな
い。

住宅課 ● -

親元近居助成 １００件 ２００件 ２００件 １９１件 １６６件 246件 Ａ
　目標件数を達成するため、平成22年度に子どもの年齢要件を緩和（15
歳⇒18歳）、平成27年度に扶養人数要件を緩和（2人以上⇒1人以上）
した。なお、申請世帯の3割弱は区外からの転入者となっている。

住宅課 ● ●

三世代住宅建設助成 ８０ 件 １５０件 １５０件 ６２件 ３９件 99件 Ｃ
　目標件数を達成するため、平成27年度に要件を大幅に緩和（緑化の廃
止、手摺の仕様の廃止等）、平成29年度に三世代リフォーム助成制度を
開始したが目標件数に達していない。

住宅課 ● ●

地域優良賃貸住宅の供給・誘
導

－ ４０件 ２００件 － － － Ｄ

　平成22年度から3年間実施する都のモデル事業の成果を踏まえ公募によ
る供給を検討していた。その後、都のモデル事業の結果（新規建設10事
業、改良20事業の募集で、新規5業者、改良1業者）を踏まえ、事業実施
を見送った。

住宅課 ● -

公的住宅活用による高齢者向
け優良賃貸住宅の供給

－ ４６戸 ５０戸 7戸 1戸 9戸 Ｃ

　「要請型高優賃住宅（ＵＲに対して自治体が要請し、自治体が工事費及
び家賃を補助する方式）」の制度を活用し、都市再生機構住宅に対して、
区が改修費用及び家賃補助を行うことで、区民専用の高齢者優良賃貸住宅
を供給する事業を開始した。ただし、現入居者が退去後に高齢者住宅仕様
に整備し新たに入居者を募集する手法で、計画的に推進することが難しい
状況である。一方、平成２３年度「高齢者住まい法」の改正により、これ
までの制度が廃止され、サービス付き高齢者向け住宅制度に一本化された
ことで、現在は神谷堀公園ハイツ8号棟（全16戸）のみを対象として事業
を継続している。
現在、整備済み8戸。

住宅課 ● -

民間賃貸住宅活用による高齢
者向け優良賃貸住宅の供給

－ ４０戸 １２５戸 90戸 210戸 260戸 Ａ

　平成２７年４月１日から、サービス付高齢者向け住宅が介護保険制度の
「住所地特例」の対象施設となり、介護保険会計の財政負担への影響がな
くなった。現在は国・東京都の「サービス付き高齢者向け住宅整備補助」
の手続きとして、国の補助金については北区の意見を提出、東京都の補助
金については北区の基準を満たすことを条件としている。

住宅課 ● -

高齢者専用賃貸住宅の供給誘
導

検討 供給推進 供給推進 － － － Ｄ
　実施に向けて情報収集・整理及び検討を行っていたが、平成２３年度に
国における「高齢者専用賃貸住宅」の登録制度が廃止されたため、実施し
ないこととした。

住宅課 - -

③
福祉との連携による居住支
援体制の充実

福祉との連携による居住支援
体制の充実

調査・検討 推進 推進 調査・検討 調査・検討 調査・検討 Ｂ

　新たな住宅セーフティネット制度に基づき、賃貸住宅に入居を拒まれが
ちな住宅確保要配慮者の円滑な入居を促進するため、居住支援の仕組みづ
くりを検討。「住宅セーフティネット整備推進事業」などの活用には居住
支援協議会設置が条件のものがある。都は、平成26年度に協議会を設立
し、北区は住宅部門と福祉部門で都の協議会にオブザーバーとして参加し
ており、居住支援協議会の設立について検討を進めている。

住宅課 - -

戦
略
２
　
福
祉
施
策
と
の
連
携
に
よ
り
、

子
育
て
期
か
ら
高
齢
期
ま
で
の
安
心
居
住
を
支
援
し
ま
す

① 子育て世帯の居住支援

高齢者の居住支援②
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北区住宅マスタープラン2010主要事業の進捗状況一覧 資料２ Ｈ31.1.28現在

【Ａ】ほぼ計画どおり進捗 　【Ｂ】概ね７割以上進捗　【Ｃ】　計画を下回って進捗（７割未満）　【Ｄ】未着手

※見込み件数＝Ｈ27～Ｈ29実績数＋Ｈ30・Ｈ31計画数

重点
戦略

計画目標
H21年度現
況（21年度
末見込み）

前期（H22
～26年度）

目標

後期（H27
～31年度）

目標

前期（H22
～26年度）
進捗・実績

後期（H27
～29年度）
進捗・実績

後記（Ｈ27
～31年度）
進捗見込み

進捗状況評
価

（A～D）
進捗・状況詳細 所管課

基本計画
2010事業

基本計画
2015事業

主要事業

①
区営住宅のストック活用及
び再生計画の策定

区営住宅のストック活用及び
再生計画の策定

－ 計画策定 計画策定 - - Ａ

　平成26年1月計画策定、平成27年3月改定。
　平成29年度に改定に向けた基礎資料を作成し、平成30年度に計画改定
を行う。今後の建替え集約をより具体的に示すため、620戸の住戸数を確
保することを前提に、平成２８年８月に改定された公営住宅等長寿命化計
画策定指針に合った内容で改定する予定。

住宅課 ● -

② 区営住宅の耐震補強 区営住宅の耐震補強（９棟） 設計２棟 ９棟 9棟 - - Ａ 　平成22年度から順次耐震補強を実施し、平成25年度に完了した。 住宅課 ● -

③ 区営住宅の建替え 区営住宅の建替え整備
　
－

－ 建替整備
　
－

用地取得 用地取得 Ｂ

　区営住宅の建替え計画について、建替え時期を迎える赤羽北二丁目ア
パートの居住者の移転先（仮移転・本移転）を確保するため、平成３４年
度に竣工できる80戸の用地、浮間四丁目の国有地を取得。
　建替え時期については、シルバーピア建設のスケジュールと併せて再検
討し、平成３６年度竣工に変更した。

住宅課 ● ●

④ 区営住宅の設備改善 区営住宅の設備改善
　
－

１００戸 １００戸 １０９戸 ６７戸 87戸 Ｂ
　平成22年度から、浴槽・手すり（浴室・トイレ）及びインターホンを
設置し、設備改善を実施している。

住宅課 - -

⑤
借上げ期間が満了するシル
バーピア及び区民住宅への
対応

シルバーピア及び区民住宅の
活用見直し

－ 検討 転用 － 検討 検討 Ａ

　平成29年度までに借上げ期間が満了したシルバーピア及び区民住宅に
ついては活用を見直しした結果、オーナーへ返還することとした。
今後、契約期間満了前に移転先が完成するシルバーピアの活用方法等につ
いて、継続して検討する。

住宅課 - -

ファミリー世帯住み替え家賃
助成

７０　件 ２００件 ２００件

親元近居助成 １００件 ２００件 ２００件

三世代住宅建設助成 ８０ 件 １５０件 １５０件

地域優良賃貸住宅の供給・誘
導

－ ４０件 ２００件

公的住宅活用による高齢者向
け優良賃貸住宅の供給

－ ４６戸 ５０戸

民間賃貸住宅活用による高齢
者向け優良賃貸住宅の供給

－ ４０戸 １２５戸

高齢者専用賃貸住宅の供給誘
導

検討 供給推進 供給推進

戦
略
３
　
民
間
を
含
め
た
北
区
の
住
宅
セ
ー

フ
テ
ィ

ネ
ッ

ト
を
構
築
し
ま
す

⑥
子育て世帯の居住支援【再
掲】

⑦ 高齢者の居住支援【再掲】

※「戦略２」で回答

※「戦略２」で回答



資料３

　北区住宅マスタープラン改定
基礎調査（アンケート）結果概要





























































資料４





452,064



























































































年度 回数 開催日 時間 場所 主な内容

平成30年度 第３回
平成３１年
３月２８日

（木）

午後2時
から

北とぴあ７
階第二研修

室

　・スケジュール及び進捗等の報告
　・北区住宅マスタープラン改定骨子案の審議

第４回
2019年
７月中旬

　・スケジュール及び進捗等の報告
　・北区住宅マスタープラン改定素案について審議

第５回
2019年

１０月中旬
　・スケジュール及び進捗等の報告
　・北区住宅マスタープラン改定案について審議

第６回
2020年
1月下旬

　・パブリックコメント結果報告及び審議

第７回
2020年
３月下旬

　・答申

ワークショップ実施予定（調整中）

平成31年度
（2019年度）

決まり次第
お知らせいたします

パブリックコメント実施予定（11月２日～12月２日）

東京都北区住宅対策審議会 今後のスケジュール

東京都北区住宅対策審議会
【区の住宅政策に関する重な事項を審議する】


